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研究成果の概要（和文）：非営利企業における権限分配のあり方（ガバナンス）および資金調達

の方法（ファイナンス）について、営利企業のそれを参照しながら検討し、非営利企業の事

業の内容と、事業体のなかで労働・金銭などの出資財産が占める重要度によって、課題が全

く違うことを指摘した。また、会社法におけるいくつかの判例につき、非営利法人における

問題の共通点と相違点とを考察した。 
 
研究成果の概要（英文）： This research project found that NPO enterprises had various 
governance problems, much of which are accounted for by its type of activities. This 
project also analyzed some corporate case laws and examined their implication to similar 
NPO legal problems. 
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１．研究開始当初の背景 
 平成 16 年の商法改正に伴い、商法・会社
法が営利法人にのみ適用されるとする考え
方に整理が必要となっていた。また、平成 20
年時点では、民法分野において一般法人・一
般財団法が施行され、非営利法人に関する法
律の解釈論が深まる時期でもあった。 
 これらにより、公益法人を個別に審査・許

可してきた制度から、準則主義で雑多な目的
をもった非営利法人が設立されうる制度へ
と日本の制度が大きく転換したため、こうし
た多様な法人の事業活動の公益性判断を横
断的に行えるよう租税制度が整備されるこ
ととなっていた（平成 17 年 6 月税制調査会
基礎問題小委員会・非営利法人ワーキンググ
ループ報告書「新たな非営利法人に関する課
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税及び寄付金税制についての基本的な考え
方」参照）。つまり、アメリカにおける租税
法を通じた NPO法人のガバナンス面の規律と
いう方向性が日本でも導入されつつあった
と評価できる。 
 学会では、たとえば、商学の分野で、後述
する Glaeserの学説をいち早く紹介するもの
として中島隆信「わが国法人の組織形態とガ
バナンス 非営利法人を中心に」（PRI 
Discussion Paper Series No.04A-13,2004）
など、があり、商法・民法改正の前後から問
題が提起され始めていた。また、法学の分野
においても、私法学会のシンポジウムの一部
で非営利法人のガバナンスが議論されるな
ど、その検討の必要性が認識されつつあった
（2006 年日本私法学会シンポジウム・神作裕
之報告「会社の機関ー選択の自由と強制」「新
会社法の意義と問題点」（2006 年 10 月 9 日，
大阪市立大学））。 
 
 
２．研究の目的 
（１） 上記のような背景にかんがみて、研
究においてはこの当時のアメリカの学説を
法学の分野で紹介することが有益と考えら
れた。アメリカにおいては、2003 年に E. L. 
Glaeser ed., ”The Governance of Not-For 
Profit Organization”,Chicago, The 
University of Chicago Press が刊行され、
オーナーシップコストについて整理する古
典的名著である Hansmann の“The Ownership 
of Enterprise”Cambridge, Massachusetts, 
The Belknap Press of Harvard University 
Press (1996)以降の研究成果を世に問うてい
た。しかし、アメリカのガバナンス論は教
会・病院・大学・美術館や図書館・自然保護
等団体といった大規模な特定分野の事業体
を念頭に展開している。同書も、冒頭の枠組
みは比較的普遍的であるが、各論はこうした
特殊性に左右される部分が多いように思わ
れた。加えて、日本ではアメリカで NPO ガバ
ナンスの中心分野として議論されるこれら
の法人は、宗教法人、医療法人、学校法人な
どの特殊法人としてそれぞれ別の法律で規
定されてきていたため、日本の一般 NPO 法人
は、ボランティアで構成され、不動産や書
籍・美術品などの大きな資産基盤をもたない
小規模・脆弱なものがほとんどであった。ア
メリカでの議論を、こうした日本の特質に合
わせて展開できるガバナンス論にブレイク
ダウンすることが本研究の最初の目的とな
った。 
 
（２）なお、NPO/NGO のなかでの資源の価値
を考える一方で、NPO や NGO が社会の価値観
に対してもたらす影響についても考えるこ
とを目的とした。NPO らは、会社が追求する

経済的利益以外の価値（たとえば食品の安全
とか、環境保全など）を追求するため、通商
の自由など、取引を促進する諸価値としばし
ば対立する。貿易分野では、遺伝子組み換え
食品の輸入規制や産地限定によるブランド
化などといった施策と、WTO の自由貿易のと
の抵触についての法的判断基準が真剣に議
論されているが、輸入品の不買運動などは、
往々にして国内産地の振興による安全な農
作物の増加などを目的とする NPO/NGO団体に
よって支えられている。また、そうした活動
を持続的に行っていくために、ブランド化さ
れた産品を取り扱うことによる収益事業化
などがビジネスモデルとして称揚されてお
り、従来の医療や教育といった分野以外の分
野でも、営利性の高い事業体が出現し始めて
いた。こうした事業は、本研究に先行する CSR
研究が取り扱った、会社における社会的責任
を意識し（かつ集積性も維持し）た事業運営
と本質的に通ずるものがある。したがって、
そのガバナンス課題についても類似すると
ころが多いと思われた。 
 
 
３．研究の方法 
 当初の研究計画では、初年度で、アメリカ
の NPO ガバナンスの議論を、こうした日本の
状況にも当てはまるより普遍的なものに作
り替え、次年度で日本の NPO 法人の現状を把
握し当該議論の該当性を検証することとし
ていた。しかし、特例民法法人・約 2万人と
いう状況のなかでフィールドワークをする
ことのむずかしさ、および研究者の個人的事
情により、初年度の研究が終了したのちも引
き続き基礎的理論の精緻化に努めるよう研
究計画を変更し、現状の調査事業に代えて判
例分析等を通じた NPOガバナンスの課題検証
を行うこととした。 
 
 
４．研究成果 
（１） 研究の主な成果と米・日の議論にお

けるその位置 
 
 基礎研究により、大要以下のような事実が
明らかとなった。 
 アメリカの議論は、それぞれの事業体の内
容に特化して展開されているが、より普遍的
な議論へ作り替えることが可能であること
が判明した。すなわち、事業体においては、
その事業内容によって必要とされる資源の
配分が異なる。医療であれば医療者の技術が、
美術館であれば所蔵する美術品が、その事業
体の価値の大きな部分を占めることになる。
そして、それを出資するもの（病院では医者、
美術館では美術品寄贈者）が、当該事業体に
おいて大きな発言権を持つことになる。また、



その資源が当該事業分野のなかで過剰に蓄
積されれば（たとえば、景観保存のための土
地寄付）、利用者（顧客者）をひきつける力
が弱まるため、寄付者の影響力を排除して業
務執行者による経営の自由度をあげること
が必要になる。 
 このように、事業分野ごとに異なる特質と
課題について展開されている議論を、普遍化
して再構成すると、非営利法人と会社とでガ
バナンス課題の種類はそう異ならないので
はないかと理解される。すなわち、会社にお
ける株主ガバナンスの議論は、金銭出資の会
社における重要性を法上に体現したもので
あるが、現実には会社に不足する資源（労働
力、原料、技術、固定顧客など）の影響を強
く受けている。そこで、会社法の判例法の理
論を解釈しつつその非営利法人への適用可
能性を考察することが可能となった。 
 
 次に、そうはいっても会社と本質的に異な
る点（留保利益の出資者に対する払い戻しが
禁止され、したがって株式市場で資金調達が
できない）の考察が必要であることが改めて
明らかになった。注意すべきはこの特徴が
CSR 事業とも大きく異なることである。営利
企業の一部で行われる CSR 事業は、長期的な
安定性・収益性に優れるとして SRI 投資の重
要な対象である。一方で、同様の活動を行っ
ており、したがって内部留保をためることも
論理的には可能な非営利法人については、留
保利益の払い戻しができないために株式市
場で資金調達ができない。小規模事業体であ
れば、特定の少数株主の出資しか受けられず、
結果として彼らの利益の為に運用されるこ
ととなり、公益性ゆえに税制優遇を受ける
NPO としての性格に反することになるから、
この規制自体は不都合ではないだろう。しか
し、一方で、営利企業においては、リターン
を求める株主を一方の極に持ちながら、経営
者の広い経営判断の裁量がその声を遮断し、
公益的な事業に会社が寄付や事業展開を傾
けてゆくことが実際上可能になっている。こ
れと、上述した NPO の実情―たとえば、景観
を保護して不動産を運用する事業で、土地の
寄付者の発言権が強いなど―とは均衡を欠
く。 
 アメリカでは、こうした資産の過剰な集積
を受けて、寄付者の手から非営利団体の運営
の独立性を守ろうとする ALIの非営利法人法
草案が起草中である。日本では、こうした議
論はいまだ議論の緒にもついておらず、NPO
団体の国内事業活動におけるインパクトの
違いが両国の差の大きな原因となっている
ことが理解された。 
 
（２） 今後の展望 
 

 NPO ガバナンスにおける事業執行者の自由
度を確保するための法制度は、今後重要にな
ってくるだろう。日本には寄付文化が根付い
ておらず、非営利・公益に資する事業分野は
寄付者の影響力が強くなる以前に寄付者が
不在という状況にある。これは、一見すると
経営者の裁量範囲を広げるもののように見
える。しかし、営利企業のように報酬が入ら
ないことから、現実には業務執行能力のある
人材が経営に携わらず、素人による非常勤の
ボランティアが事業を行っており、そもそも
経営のための戦略的な人員配置（ガバナン
ス）自身が成立していないことが多い。 
しかし、昨年の民主党政権誕生前後から、NPO
に対する寄付金優遇が導入されるなど、寄付
文化の導入が強く叫ばれている。日本で大口
の寄付が行われるようになることで、寄付者
は寄付金の効率的執行を求めることになろ
う。一度寄付者の影響力が強まる過程を通る
ことでガバナンスが確立するわけであり、ア
メリカと同様の視点からの立法論を展開す
るのはその後であろうと思われる。 
 また、研究の目的で書いたとおり、NPO の
活動は、自由貿易の価値観としばしば抵触す
る。非営利活動に対する寄付文化の醸成、あ
るいは非営利活動への積極的参加を奨励す
ることは、自由な取引と相容れない価値観が
育つことを奨励することでもある。民間の運
動は貿易障壁とはみなされないため、現在の
ところは問題とならず、したがって研究成果
には結びついていないが、たとえば NPO が主
張する基準による遺伝子組み換え作物の輸
入制限が WTO で問題となったり（WTO パネル
2006 年 2 月 7 日採決参照）、NPO の推進する
エコ製品購買運動を補助金等で支援した場
合にそれが貿易障壁となるなど、将来的に気
をつけなくてはならない分野が多いことは
注意しなくてはならない。こうした分野を引
き続き注視していくことが、今後の課題とな
ろう。 
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